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函館市の介護予防 日常生活支援総合事業実施方針 案  

 

 事業の趣旨 

 団塊 世代 歳以 成 向 ，高齢者 慣 た地

域 暮 う，医療，介護，介護予防，生活支援， い 包括的 確

保さ 地域包括 構築を目指 ，第 期函館市介護保険事業計

画 基 ，介護予防 日常生活支援総合事業 以 新 い総合事業 いう。

を実施 。 

 

 実施時期 

  成 月 日 

 

 実施方針 

 地域 実情 応 た多様 提供主体 生活支援 介護予防サ ビ 充実を図

，地域 民 主体的 社会参加 促 支え合い 地域 く を推

，効率的 費用配 ，介護保険制度 安定的 的 運営を図 を

目的 ，以 実施方針 沿 新 い総合事業を実施 。 

● 介護予防 生活支援サ ビ 事業 

 現行相当 訪問 通所サ ビ  

新 い総合事業 移行を 滑 行うた ，原則 現行 人員

設備 運営基準，費用額 び利用者負担 移行 。 

 現行相当以外 訪問 通所サ ビ  

基準緩和型サ ビ を実施 ，多様化を目指 。 

 そ 他 生活支援サ ビ  

現行事業 組替え 検討 ほ ，既存 民間サ ビ や ンフ サ

ビ を活用 活性化 ，多様 サ ビ 提供体制 構築を図 。 

 介護予防 ネ ン  

多職種連携 推 等 セ ン や介護予防 ネ ン 適

実施を図 ，効果的 効率的 サ ビ 利用を促 。 

● 一般介護予防事業 

 介護予防 資 多様 民主体 地域支援活動 育成 支援を行う

高齢者 社会参加を推 ，介護予防 い 普及 啓発を図

。 

 

 

 

 

 

資料  



「 

 事業の内容 

● 新しい総合事業の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防 生活支援サ ビ 事業 

 ● 対象者 

要支援認定者 び基本チ ッ 定さ た事業対象者 

● サ ビ 内容 

訪 問 型 サ  ビ  

サ ビ  
種  

国基準訪問型サ ビ  
現行 予防訪問相当  

い い パ サ ビ  
(独自基準訪問型サ ビ 基準緩和型

A週 

サ ビ  
容 

訪問介護員 身体介護 び生活援
助 

訪問介護員 び一定 研修を た元
気高齢者等 生活援助 

利用者  
状態像 

サ ビ を利用 ，
利用 必要 方 

身体機能や認知機能 等 あ ，
身体介護等 専門的支援を必要 方 

身体介護 必要 い ，身 回
家事等を行う 困難 支援を必要

方 

利用者負担 介護保険負担割合証 割合 介護保険負担割合証 割合 

実施方法 事業者指定 事業者指定 

費用  
考え方 

●現行 報酬体系  
 1 回程度 1,168 単 /月 
 「 回程度 「,」」5 単 /月 
 」 回程度 」,704 単 /月 
 初回加算，生活機能向 連携加算 等 

●1回当た 単価を設定 
●利用者負担 定率 負担割合証 割合  
●1回 60 ， 回 利用可能 
●加算 初回加算 設定 
 

基準 予防訪問 同 実施要綱 規定  緩和 た基準 実施要綱 規定  

備考 一定 研修 パ 」級 準 容 市 実施 予定 

移行後   移行前   

   

二次予防事業 

通所型介護予防事業 

訪問型介護予防事業 

一次予防事業 
介護予防教室 
健康教育 
ﾎ ﾗ ｨ ﾎ 事業 
健康 く 教室 

地 

域 

支 

援 

事 

業 

予防給付 要支援 ・  

介護予防・生活支援サービス事業 
対象：要支援 ･ ，基本チェックリ ト該当者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般介護予防事業 
対象：すべ の第 号被保険者および支援のた

めの活動 関わ 者  

地 

域 

支 

援 

事 

業 

○訪問型サ ビ  

国基準訪問型サ ビ 現行相当サ ビ  

いきいきヘルパ サ ビ 基準緩和型Ａ  

○通所型サ ビ  

国基準通所型サ ビ 現行相当サ ビ  

いきいき イサ ビ 基準緩和型Ａ  

○介護予防ケアマネ メント 

予防給付 

要支援 

･   

訪問看護 
福祉用具 

 

訪問介護 

通所介護 



」 

 

通 所 型 サ  ビ  

サ ビ  
種  

国基準通所型サ ビ  
現行 予防通所相当  

い い サ ビ  
(独自基準通所型サ ビ 基準緩和型

A週 

サ ビ  
容 

生活機能 維持 た 向 た 日常
生活 支援 び機能訓練 

生活機能 維持 改善 び閉
予防 た 短時間 機能訓練や ｴ

ｼｮ  

利用者  
状態像 

サ ビ を利用 ，
利用 必要 方 

身体機能や認知機能 等 あ ，
機能訓練等 専門的支援を必要 方 

機能訓練 生活機能 維持 改善
見込 方や閉 傾向 あ

方 
入浴 食事提供 必要 い方 

利用者負担 介護保険負担割合証 割合 介護保険負担割合証 割合 

実施方法 事業者指定 事業者指定 

費用  
考え方 

●現行 報酬体系 月定額制  
 要支援 1 1,647 単 /月 
 要支援 「 」,」77 単 /月 
 生活機能向 加 「40 単 /月 
 運動器機能向 加算 「「5 単 /月 他 

●1回当た 単価を設定 
●短時間 サ ビ 提供を基本 。 
●利用者負担 定率 負担割合証 割合  
● 回 利用 ，入浴 食事
提供 行わ い。 
●送迎 途加算 

基準 予防通所 同様 実施要綱 規定  緩和 た基準 実施要綱 規定  

備考 独自加算 設定を検討 

 

※訪問 通所型サ ビ 共通事項 

い サ ビ 給付管理 対象 。 

基本チ ッ 定さ た事業対象者 利用限度額 ，原則 要支援 金

額 月額 50,0」0 。 

高額介護予防サ ビ 費相当事業 び高額医療合算介護予防サ ビ 費相当事業を実

施 。 

 

 

介 護 予 防 ケ ア マ ネ  メ ン  

種  ネ ン Ａ 原則的  ネ ン Ｃ 初回  

容 利用者 介護予防 び自立支援を目的 ，心身そ 他 状況 応 ，本
人 選択 適 サ ビ 提供さ う，専門的視点 必要 援助を行
う。 

対象者 指定事業所 サ ビ を利用 方 

そ 他地域包括支援センタ 必要
断 方 

ネ ン 結果，指定事業所以外
サ ビ や一般介護予防事業， ンフ

サ ビ 等を利用 方 

実施方法 セ ン →担当者会議→ ン
作成→ ニタ ン 給付管理  

セ ン → ネ ン 結果 

初回 実施  

費用  

考え方 

●基本単価 現行予防支援費 単
 

●初回加算等を設定予定 

●基本単価 現行予防支援費未満 金額
検討 

●加算 設定 い 

利用者負担   

備考 業務 地域包括支援センタ 委託 

包括支援センタ 居宅介護支援事業所 委託可 

ネ ン Ａ い ，独自加算 設定を検討 
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一般介護予防事業 

● 対象者 

第 号被保険者 び支援 た 活動 関わ 者 

● 事業内容 

一 般 介 護 予 防 事 業 

種  介護予防把握事業 介護予防 

普及啓発事業 

地域介護予防活動 

支援事業 

地域 ｼｮ  

活動支援事業 

容 閉 等 何
支援を要

方を把握 ，介護
予防活動

。 

介護予防 関
知 識 や 活 動 普
及 啓発を行う。 

地域 民
主体 介護予防活
動 育成 支援を行
う 

ﾏﾈｼ ﾒ や 民主
体 活動

ｼｮ 専門職等 関
与を促 ，地域

介護予防
組 機能強化

を図 。 

実施方法 包括支援センタ
実施 い 実

態把握業務等を活
用 実施 

既存事業 介護予
防教室，健康教育

発展 

新規事業 実施 

既存事業 ン
ン 事

業，健康 く 教室
等 発展 

民主体 活動
(通い 場)等 支援 

ﾏﾈｼ ﾒ 支援 

研修等 介護
予防 普及啓発 

※一般介護予防事業評価事業 カ 指標等 評価を行う。 

 

 


